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改定 現行 

 

第２ 設計業務等委託料の積算 
  

１ 業務人・時間数 

 

（１）公共建築設計業務委託共通仕様書（平成２０年３月３１日国営整第１７６号。以下「設計業務共通仕様書」という。）を適

用して設計に関する業務（以下「設計業務」という。）を委託する場合、直接人件費の算定に用いる業務人・時間数   

は、一般業務（設計業務共通仕様書第２章１．に規定する一般業務をいう。以下同じ。）及び追加業務（設計業務共通仕様書

第２章２．に規定する追加業務をいう。以下同じ。）の実施のために必要となる業務人・時間数とする。 

 

２ 直接人件費単価 
 

直接人件費単価は、業務に従事する技術者の業務能力に応じたものとする。なお、第４に示す算定方法は、建築士法（昭和２

５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する一級建築士の免許取得後３年未満若しくは同法第２条第３項に規定する二級建築

士の免許取得後５年以上８年未満の業務経験を有する者又は大学卒業後５年以上相当の能力を有する者が業務に従事することを

想定した業務人・時間数を算定するものとなっている。この場合の直接人件費単価は、国土交通省が公表する「設計業務委託等

技術者単価」における技術者の職種「技師（Ｃ）」の単価を用いるものとする。 

 

５ 技術料等経費率 
 

技術料等経費率は、０．１５を標準とする。ただし、業務人・時間数の算定方法が、第４ ４又は８による場合の技術料等経

費率は、０．２を標準とする 

 

 

第３ 契約変更の扱い 
 

（１）発注者の責めに帰すべき事由により、委託業務の条件若しくは内容に追加又は変更が生じた場合は、所要の業務人・時間数

を   算定する。 

 

（２）計画上の床面積の合計その他の条件が変更された場合を除き、設計業務の成果図書に基づく床面積の合計又は成果図書の図

面枚数と、当初の設計業務等委託料の積算に用いた床面積の合計又は図面枚数との差による業務人・時間数の変更は行わない

ことができるものとする。 

 

 

第４ 業務人・時間数の算定方法 
 

２ 設計業務に関する算定方法１（床面積   に基づく算定方法） 

 

（１）適用 

この算定方法は、設計業務共通仕様書を適用し、建築物の新築工事等の設計業務を委託する場合に適用する。 

 

（２）一般業務に係る業務人・時間数の算定 

ア 一般業務のすべてを委託する場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

 

告示９８号別添二第一号から第十二号に掲げる建築物の類型に応じて次式により、別表１－１に掲げる係数を用いて算定

する。 

 

イ 一般業務の一部を委託しない場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

（イ）対象外業務率の設定に当たり使用する業務細分率は別表２－２によることができるものとする。 

（３）追加業務に係る業務人・時間数の算定 

 

第２ 設計業務等委託料の積算 
 

１ 業務人・時間数 

 

（１）公共建築設計業務委託共通仕様書（平成２０年３月３１日国営整第１７６号。以下「設計業務共通仕様書」という。）を適

用して設計に関する業務（以下「設計業務」という。）を委託する場合、直接人件費の算定に用いる業務人・時間数の算定

は、一般業務（設計業務共通仕様書第    に規定する一般業務をいう。以下同じ。）及び追加業務（設計業務共通仕様書

第２章２．に規定する追加業務をいう。以下同じ。）の実施のために必要となる業務人・時間数とする。 

 

２ 直接人件費単価 
 

直接人件費単価は、業務に従事する技術者の業務能力に応じたものとする。なお、第４に示す算定方法は、建築士法     

          第２条第２項に規定する一級建築士の免許取得後３年未満若しくは同法第２条第３項に規定する二級建築

士の免許取得後５年以上８年未満の業務経験を有する者又は大学卒業後５年以上相当の能力を有する者が業務に従事することを

想定した値となっている。この場合の直接人件費単価は、「建築部積算標準単価」における技術者職種「技師（Ｃ）」の単価を

用いるものとする。 

 

５ 技術料等経費率 
 

技術料等経費率は、０．１５を標準とする。ただし、業務人・時間数の算定方法が、第４ ４又は８による場合の諸経費率

は、０．２を標準とする 

 

 

第３ 契約変更の扱い 
 

（１）発注者の責めに帰すべき事由により、委託業務の条件若しくは内容に追加又は変更が生じた場合は、所要の業務人・時間数

を適切に算定する。 

 

（２）計画上の床面積の合計その他 条件が変更された場合を除き、設計業務の成果図書に基づく床面積の合計又は成果図書の図

面枚数と、当初の設計業務等委託料の積算に用いた床面積の合計又は図面枚数との差による業務人・時間数の変更は行わない

ことができるものとする。 

 

 

第４ 業務人・時間数の算定方法 
 

２ 設計業務に関する算定方法１（床面積の合計に基づく算定方法） 

 

（１）適用 

この算定方法は、設計業務共通仕様書を適用し、建築物の新築工事等の設計業務を委託する場合に適用する。 

 

（２）業務人・時間数の算定 

ア 一般業務に係る業務人・時間数の算定 

一般業務のすべてを委託する場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

告示９８号別添二第一号から第十二号に掲げる建築物の類型に応じて次式により、別表１－１に掲げる係数を用いて算定

する。 

 

イ 一般業務の一部を委託しない場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

（イ）                 業務細分率は別表２－２により設定する。 

（３）追加業務に係る業務人・時間数の算定 
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改定 現行 

業務内容の実情に応じて算定する。 

なお、ア又はイに掲げる業務を追加業務とする場合は、それぞれア又はイにより当該業務に係る業務人・時間数を算定する

ことができるものとする。 

ア 成果図書に基づく積算業務（実施設計業務委託に加算する。） 

（ア）積算数量算出書の作成 

（イ）単価作成資料の作成 

（ウ）見積収集 

（エ）見積検討資料の作成 

（積算業務に係る業務人・時間数）＝（実施設計に係る業務人・時間数）×０．２ 

ここで、       実施設計に係る業務人・時間数は、一般業務のすべてを委託する場合の一般業務に係る業務人・

時間数に、別表２－２に掲げる実施設計に関する業務細分率の合計を乗じたものとし、（２）ウに定める難易度係数による

補正は行わないものとする。 

 

（４）特別経費の算定 

業務内容の実情に応じて算定する。 

 

３ 設計業務に関する算定方法２（図面目録に基づく算定方法） 

 

（２）一般業務に係る業務人・時間数の算定 

 

イ 一般業務に係る図面１枚毎の業務人・時間数の算定 

図面１枚（大きさは、８４１ｍｍ×５９４ｍｍ（Ａ１版型）を標準とする。）毎の作成に必要となる業務人・時間数は、

建築改修工事分については（ア）、設備改修工事分については（イ）に掲げる算定式により算定する。         

                                 算定式中の図面１枚毎の換算図面枚数について

は、ウにより算定する。 

 

（３）追加業務に係る業務人・時間数の算定 

ア ２（３）に準じるほか、次に掲げる業務内容について実情に応じて算定する。 

 

（４）特別経費の算定 

２（４）に準じるほか、以下の掲げる業務内容について実情に応じて算定する。 

 

 

６ 新築工事等の工事監理業務に関する算定方法 
 

（２）一般業務に係る業務人・時間数の算定 

 

 

７ 改修工事等の工事監理業務に関する算定方法 

 

（２）一般業務に係る業務人・時間数の算定 

 

 

 

 

 一般業務に係る業務人・時間数の算定 

 

業務内容の実情に応じて算定する。 

なお、ア又はイに掲げる業務を追加業務とする場合は、それぞれア又はイにより当該業務に係る業務人・時間 を算定する

ことができるものとする。 

ア 成果図書に基づく積算業務（実施設計業務委託に加算する。） 

（ア）積算数量算出書の作成 

（イ）単価作成資料の作成 

（ウ）見積収集 

（エ）見積検討資料の作成 

（積算業務に係る業務人・時間数）＝（実施設計に係る業務人・時間数）×０．２ 

ここで、上記式において実施設計に係る業務人・時間数は、一般業務のすべてを委託する場合の一般業務に係る業務人・

時間数に、別表２－２に掲げる実施設計に関する業務細分率の合計を乗じたものとし、（２）ウに定める難易度係数による

補正は行わないものとする。 

 

（４）特別経費の算定 

業務内容の実態に応じて算定する。 

 

３ 設計業務に関する算定方法２（図面目録に基づく算定方法） 

 

（２）一般業務に係る業務人・時間数の算定 

 

イ 一般業務に係る図面１枚毎の業務人・時間数の算定 

図面１枚（大きさは、８４１ｍｍ×５９４ｍｍ（Ａ１版型）を標準とする。）毎の作成に必要となる業務人・時間数は、

建築改修工事分については（ア）、設備改修工事分については（イ）に掲げる算定式により算定する。なお、算定式中の複

雑度については、別表２－１により図面１枚毎に設定することができる。算定式中の図面１枚毎の換算図面枚数について

は、ウにより算定する。 

 

（３）追加業務に係る業務人・時間数の算定 

ア １（３）に準じるほか、次に掲げる業務内容について実情に応じて算定する。 

 

（４）特別経費の算定 

１（４）に準じるほか、以下の掲げる業務内容について実情に応じて算定する。 

 

 

６ 新築工事等の工事監理業務に関する算定方法 
 

（２）       業務人・時間数の算定 

 

 

７ 改修工事等の工事監理業務に関する算定方法 

 

（２）       業務人・時間数の算定 

ア 業務人・時間数 

業務人・時間数は、次式により算定する。 

（業務人・時間数） 

＝（一般業務に係る業務人・時間数）＋（追加業務に係る業務人・時間数） 

イ 一般業務に係る業務人・時間数の算定 

 

 

 


